＊訪問看護ステーションのサテライト設置に係る取扱いについて＊
（サテライト設置が平成31年4月1日以降のものより適用）
１　人員基準（訪問看護ステーションの場合）

　　主たる事業所と出張所（サテライト）の全体で基準を満たしていることが必要です。
	職　種
	必要資格等
	配置基準

	管理者
	・保健師又は看護師

・保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）第14条第3項の規定により保健師又は看護師の業務の停止を命ぜられ、業務停止の期間終了後2年を経過しない者に該当しないものであること。
	・専らその職務に従事する常勤の者1名

	看護職員
	・保健師、看護師又は准看護師
	・常勤換算方法で、2.5以上となる員数（うち1名は常勤）

	理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士
	（理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問看護を実施する場合に配置。配置しないことも可能。）


	・実情に応じた適当数を配置。


２　設備基準

主たる事業所とは別に、次の設備を有する必要があります。

	設　備
	内　容

	従業員の待機や道具の保管、着替え等を行う上で必要な広さを有する専用の部屋
	・必要な設備、備品を備えていること。
・サービス提供記録等の保管については、原則として主たる事務所にて行うこと。

	必要な設備及び備品
	・訪問看護の提供及び感染症予防に必要な設備、備品を備えていること。


３　運営上の基準

	指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年9月17日老企25号 厚生省老人福祉局企画課長通知）より抜粋
第二　総論

１　事業所指定の単位について

事業所の指定は、原則としてサービス提供の拠点ごとに行うものとするが、例外的に、待機や道具の保管、着替え等を行う出張所等であって、次の要件を満たすものについては、一体的なサービス提供の単位として「事業所」に含めて指定することができる取扱いとする。
①　利用申込みに係る調整、サービス提供状況の把握、職員に対する技術指導等が一体的に行われていること。

②　職員の勤務体制、勤務内容等が一元的に管理されること。必要な場合に随時、主たる事業所や他の出張所等との間で相互支援が行える体制（例えば、当該出張所等の従業員が急病等でサービスの提供ができなくなった場合に、主たる事業所から急遽代替要員を派遣できるような体制）にあること。

③　苦情処理や損害賠償等に際して、一体的な対応ができる体制にあること。

④　事業の目的や運営方針、営業日や営業時間、利用料を定める同一の運営規程が定められること。

⑤　人事、給与・福利厚生等の勤務条件等による職員管理が一元的に行われること。


４　その他事項

（１）加算等に関する留意点
ア　ターミナルケア加算、緊急時訪問看護加算、特別管理加算
　　　　主たる事業所及び出張所の全体で、加算の有無を判断する。「1人の利用者に対し、
　　　1か所の事業所に限り算定できる。」は、主たる事業所及び出張所を通じて1事業所
　　　とみなします。
イ　サービス提供体制強化加算

　　　　主たる事業所及び出張所の全体で、加算の有無を判断します。
（２）サテライトの名称
　　サテライト（出張所）の事業所名称から、主たる事業所の出張所であることが直ぐ

　判別できる必要があることから、事業所名称については、原則として主たる事業所名
　称にサテライト名を加えたものとします。具体的には次のとおりになります。
（例）「訪問看護ステーションちはな」+「サテライト千葉」
　　　　　　　（主たる事業所の名称）　　　　　 （出張所名称：任意）
（３）サテライト設置の理由
主たる訪問看護ステーションのみでは対応できず、サテライト設置に合理的な理由があること。

（４）サテライト設置場所と主たる訪問看護ステーションからの距離
サテライト設置場所は原則千葉市内とし、かつ、主たる訪問看護ステーションから自転車・自動車・公共の交通機関いずれかの利用により、片道20分～30分以内の距離であるもの。

（５）サテライト設置数
訪問看護ステーション１つに対し、サテライト設置数は原則１つとする。
